
令和８年度の後期高齢者医療保険料額を決定しました。
保険料額やお支払い方法（同封の通知書５枚目）を必ずご確認ください。
※この通知前に転出や死亡などにより新潟市の後期高齢者医療制度の加入者でなくなった方も、

令和８年度の加入月数に応じた保険料をお支払いいただく必要があります。

◆口座振替

◆現金納付

　各納期限の日に振替します。転出・死亡等の後も、保険料が更正されるまでの期
間、振替になる場合があります。

　通知書７枚目以降に現金納付用の用紙があります。通知書から切り離さずに、区役
所、出張所、連絡所、金融機関の窓口で納めてください。（ゆうちょ銀行やコンビ
ニエンスストアでは現金納付できません。）

　※納付窓口は通知書５枚目裏面をご覧ください。

保険料の納付方法

◆申請をいただいてから概ね３か月後の年金天引きから中止となります。口座振替による納入ができなくなった場合は、特別徴収
（年金天引き）に変更する場合があります。

◆配偶者または世帯主の口座からの引き落としもできます。この場合の社会保険料控除は、口座名義人の方に適用されます。
　これにより世帯全体の所得税や住民税の税額に影響が生じる場合がありますので、ご留意ください。

　年金天引きを中止し、口座振替による納付を希望する場合は、以下の手続きをしてください。
※国民健康保険料の納付で登録している口座は、後期高齢者医療保険料には引き継がれません。改めて登録が必要です。
※一度申請した方は、手続き不要です。本年度以降も口座振替が継続されます。
※納付する保険料の総額は変わりません。
※保険料の滞納がある方は、申請できません。

申請により口座振替による納付も可能です（特別徴収中止申請）

次の①②の両方に該当する方は、法令により保険料が年金天引きされます。
１０月以降、納付方法が年金天引きとなる方

①新潟市の介護保険料が年金から天引きされている
②後期高齢者医療保険料と介護保険料の合計額が、介護保険料が天引きされている年金の受給

額の２分の１を超えない

後期高齢者医療保険料のお知らせ

　それぞれの収入から必要経費（公的年金等控除、給与所得控除など）を差し引いて求められ
た所得（年金所得、給与所得や事業所得など）の合計です。
※税務申告の際の扶養控除、社会保険料控除、医療費控除などを差し引く前の所得金額です。
※遺族年金や障害年金などの非課税所得は、計算の対象所得に含まれません。
※保険料は前年中の所得をもとに計算されます。所得税や住民税の申告は正しく行いましょう。

【書類の送付先を変更したい場合】
　申請により、後期高齢者医療制度の関係書類の送付先を被保険者の住民票の住所以外に変更す
ることができます。
　申請方法など詳しくは、お問い合わせください。

◆前年中の総所得金額等や世帯の所得状況などにより、個人単位で計算されます。
◆加入者が等しく負担する「均等割額」と、加入者の所得に応じて決まる「所得割額」の合計となります。
◆令和８年度から、子どもや子育て世帯を全世代・全経済主体が支える新しい仕組みとして「子

ども・子育て支援金」の徴収が始まります。
◆保険料は、医療費に充てる「医療分」、子ども・子育て支援金に充てる「子ども分」の合計です。

【お問い合わせ先】（７月は窓口と電話が大変込み合います。あらかじめご了承ください。）
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表１  被保険者本人の合計所得金額 基礎控除額
2,400 万円以下    43 万円

2,400 万円超 2,450 万円以下 29 万円
2,450 万円超 2,500 万円以下 15 万円

2,500 万円超 　　0 円

窓口サービス課（４階）

保険料の決まり方

総所得金額等とは

【保険料の計算方法】

＝
保険料（賦課限度額）

年間保険料額
（850,000円が限度）

年間保険料額
（21,000円が限度）

医
療
分

子
ど
も
分

＋
均等割額

（１人当たり）

医 療 分　　　４９,２００円

　１,３５４円子ども分　
所得割率０.２６％

所得割率８.６１％医 療 分

子ども分

◆納期限までに納付されない場合、督促状が送付されます。また、納期限から遅れた日数や金額
によって延滞金がかかる場合があります。必ず納期限までに納めてください。

現金納付・口座振替の各納期限
納期限

７月３１日
８月３１日
９月３０日

期別
１期（７月）
２期（８月）
３期（９月）

納期限
１１月　２日
１１月３０日
１２月２８日

期別
４期（１０月）
５期（１１月）
６期（１２月）

期別
７期（１月）
８期（２月）
９期（３月）

納期限
翌２月　１日
翌３月　１日
翌３月３１日

所得割額
（（前年中の総所得金額等－

基礎控除額（表１））×所得割率）

区役所の窓口で申請をしてください。
※①の手続きを金融機関で行った方は、口座振替依頼書等の本人控えが必要です。
※既に口座振替をご利用の方は、口座振替依頼書等の控えは不要です。

①口座振替の手続き

②特別徴収中止申請

次のいずれかの窓口で手続きをしてください。
●金融機関
 必要なもの  資格確認書または資格情報のお知らせ、通帳、通帳届出印、口座振替依頼書
●区役所・出張所
 必要なもの  資格確認書または資格情報のお知らせ、取扱金融機関のキャッシュカー
　　　　　　ド（ICキャッシュカード、代理人カード、家族カードなど、一部お取扱
　　　　　　いできないカードがあります。）
　　　　　　※手続きには、カードの暗証番号が必要です。
※取扱金融機関など、詳細はお問い合わせください。

※既に後期高齢者医療保
険料の口座振替手続き
が済んでいる方は、①
の手続きは不要です。

令和８年度の後期高齢者医療保険料額を決定しました。
保険料額は、同封の通知書で必ず確認してください。



年 間 保 険 料 の 見 方 （例：単身世帯（85歳）年金収入２０５万円　年間保険料額 ８６,５００円、７月から９月まで普通徴収、１０月から特別徴収（年金天引き）の場合）

※通知書５枚目に、あなたのお支払方法が記載されていますので、ご確認ください。

年間保険料額 仮徴収（暫定保険料）額 差引保険料額 新潟市在籍月数
86,500円 0円 86,500円 12月

期別保険料額

特別徴収（年金天引き）

納付月期 納付月期暫定保険料額 確定保険料額 確定保険料額納期 納期限

普通徴収

（単位：円）

14,500

14,400

14,400

＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊＊

43,300

＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊

14,400

14,400

14,400

43,200

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

年金支給日

年金支給日

年金支給日

１期（７月）
２期（８月）
３期（９月）
４期（１０月）
５期（１１月）
６期（１２月）
７期（１月）
８期（２月）
９期（３月）

４月期

６月期

８月期

１０月期

１２月期

２月期

合計  

令和８年 ７月３１日

令和８年 ８月３１日
令和８年 ９月３０日
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

②①

現金または口座振替で納める額
86,500円新潟市分保険料額　特別徴収と普通徴収の確定保険料額の合計額（①+②）新潟市分保険料額　特別徴収と普通徴収の確定保険料額の合計額（①+②）

４枚目年間保険料額

保険料算定の基礎

２枚目
令和８年度分の後期高齢者医療保険料額 86,500円

　制度加入日の前日において、被用者保険の被扶養者であった方は保険料額が下表のとおり軽減されます。
※「所得が低い方への軽減」にも該当する方は、いずれか大きい方の額が軽減されます。
※国民健康保険や国保組合などは対象となりません。

◎被用者保険の被扶養者であった方への軽減

保　険　料　の　軽　減　制　度

後期高齢者医療制度に加入する前日において被用者保険の被扶養者であった被保険者
は、後期高齢者医療制度に加入した日の属する月から２年を経過する月まで、本年度
分の保険料算定の基礎が、こちらに表示されます。

令和８年度の
年間保険料額

　世帯の前年の所得状況に応じて、「均等割額」が軽減されます。軽減割合は、同一世帯内の被保険者と世帯主
（被保険者でない方も含む）の所得の合計金額をもとに判定します。（下表参照）
　被保険者または世帯主に未申告者がいる場合など、所得・課税情報が不明な場合、軽減の対象となりません。

◎所得が低い方への軽減（手続き不要）

保険料の納付が困難な場合は・・・
○納付相談をいつでも受け付けています。お早めに区役所窓口でご相談ください。
○災害や失業、倒産により所得が著しく減少したときなど、特別な事情により保険料の納付が

困難な場合には、申請により保険料の徴収の猶予や減免を受けられる場合があります。

①賦課のもとと
なる所得金額区分

区分

子ども分

②所得割率

⑥限度超過額 均等割
軽減割合 月数 ⑩月割減額

520,000円
520,000円

0円
0円

0円
0円

2割
2割

12

12

④均等割額
（12か月分）

※１００円未満切捨

③所得割額
①×②（12か月分）

⑨年保険料額
⑤－⑥－⑦－⑧

⑮保険料額※
⑨＋⑬－⑩－⑭

⑤算出額
③＋④

⑦所得割軽減額
（12か月分）

⑧均等割軽減額
（12か月分）

44,772円
1,352円

0円
0円

9,840円
271円

84,132円
2,435円

84,100円
2,400円

49,200円
1,354円

93,972円
2,706円

8.61％
0.26％

医療分

子ども分

医療分

区分

子ども分

医療分

加入月数が１年未満の
際に減額となる額

加入（予定）月数

令和７年中の
総所得金額か
ら基礎控除の
43万円を引い
た額

上段の算出額から、
⑥限度超過額、⑦⑧
軽減額を引いた額

限度額（医療分
85万円、子ども
分2.1万円）を超
えた額

「所得が低い方への軽減」に該当する場合の軽減額
【例は２割軽減に該当している場合】

⑪均等割額
（12か月分）

均等割
軽減割合

＊＊＊＊＊円
＊＊＊＊＊円

＊＊＊＊＊円
＊＊＊＊＊円

＊＊＊＊＊円
＊＊＊＊＊円

＊＊
＊＊

＊＊＊＊＊円
＊＊＊＊＊円

＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊

⑬年保険料額
⑪－⑫

⑫均等割軽減額
（12か月分） ⑭月割減額月数区分

子ども分

医療分

均等割額から均等割軽減額を引いた額 被扶養者であった方に対する軽減に該当する月数

被用者保険の被
扶養者であった
方で、後期高齢
者医療制度加入
後２年以内の方
の軽減額

年金収入 － 公的年金等控除 － 特別控除15万円（65歳以上のみ）＝  年金所得
※７割軽減の場合は、さらなる軽減措置として、7.2割軽減（13,776円）になります。（医療分のみ）
※軽減判定時の年金所得計算方法
※波線部の計算は、同一世帯の被保険者と世帯主に給与所得者等が２人以上の場合に計算します。
※給与所得者等とは次のいずれかに該当する方です。
・給与収入が55万円を超える　・公的年金収入が125万円（65歳未満の場合60万円）を超える

所得に応じて負担していただく保険料を求
めるための率

「被用者保険の被扶養者であった方への軽減」
に該当する場合は、下段 に記載

加入月数が1年
未満の際に減
額となる額

５割軽減（24,600円） ５割軽減（677円）
※資格取得の年から２年間（24か月）のみ軽減

軽減内容
均等割額（軽減後の年額）

所得割額
医療分 子ども分

かかりません

軽減割合

７割軽減
（7.2割軽減）

５割軽減

２割軽減

同一世帯の被保険者と世帯主の
前年の総所得金額等の合計金額

43万円
＋10万円×（給与所得者等の数－１）以下の場合
43万円＋（被保険者の数×31万円）
＋10万円×（給与所得者等の数－１）以下の世帯
43万円＋（被保険者の数×57万円）
＋10万円×（給与所得者等の数－１）以下の世帯

406円

677円

1,083円

14,760円
（13,776円）

24,600円

39,360円

軽減額
医療分 子ども分

948円

677円

271円

34,440円
（35,424円）

24,600円

9,840円

医療分 子ども分
軽減後の均等割額（年額）

年金天引きで納める額


